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	協議離婚書	Comment by 菰田法律事務所: 「協議離婚書」ではなく「離婚協議書」と記載するのが一般的です。
	
	

	
	
	
	
	

	
	　○○○○（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」という。）は以下のとおり協議離婚の合意に達したので、本書２通を作成し各自署名・捺印の上、その１通を所持することとする。	Comment by 菰田法律事務所: 合意の方法（協議離婚、調停離婚、裁判離婚）まで記載する必要はなく、「離婚の合意に達した」で足ります。離婚の合意に達することを「協議離婚」と呼びますので。

第１条　甲と乙は、本日、協議離婚することに合意し、甲は離婚届出用紙に所要の記載をして署名押印し、乙にその届出を託すこととし、乙は、速やかにこれを届出る。	Comment by 菰田法律事務所: 協議離婚の場合、離婚の合意をした日ではなく、役所に届出をして受理された日が離婚成立日となるため、いつ、だれが届け出るのかといった段取りまで明確化しておくと紛争リスクを低減できます。届出時期について「速やかに」という記載ですといつ提出してくれるか不安が残りますので、「本合意成立後１週間以内に」等と期限を決めておいた方が良いでしょう。また、離婚成立に伴い、戸籍上は旧姓に戻るのが原則で、婚姻中の氏を名乗り続ける場合は、「婚氏続称」の届出を役所に出す必要があります。そのため、当該手続との関係で、氏の変更が生じる側（多くは妻側だと思います）を、離婚届を提出する側として指定しておくと同時に手続を行うことができ効率的です。
第２条　甲と乙は、当事者間の長女○○（平成　年　月　日生）及び長男○○（平成　年　月　日生）の親権者を母である乙と定め、今後同人において監護養育する。
　　２　乙は、甲が長男及び長女と、月１回程度、面接交渉することを認める。その具体的な日時、場所、方法等は子の福祉を尊重し、当事者間で協議することとし、やむを得ない事情で日程を変更する必要が生じたときは、可能な限り早期に連絡を取り合い、誠意をもって日程変更の協議をすることとする。	Comment by 菰田法律事務所: 記載例のように、面会の頻度が月１回、日時や場所等については具体的に定めない形の取り決めは、面会交流の合意として最も一般的です。しかし、日時や場所等を具体的に特定しない趣旨は、条件の変更等について柔軟に対応できることを前提にしています。そのため、離婚後は一切相手方に連絡を取ることが期待できない場合や、離婚後子供に会わせてもらえない可能性が相当程度高い場合には、日時、頻度、引渡しの場所や方法等を具体的に記載しておくべきです。記載例のような曖昧な形だと、約束を破られた場合に間接強制も出来ず、何ら強制力がありません。	Comment by 菰田法律事務所: 過去には「面接交渉」と言っていましたが、現在は実務用語では「面会交流」と言います（民法７６６条１項）。
第３条　甲は、乙に対し、長女及び長男の養育費として、平成○年○月から同人らが大学又はこれに準ずる高等教育機関を卒業する月（ただし、大学に進学しない場合は、同人らがそれぞれ満20歳に達する月）まで、１人につき１か月６万円を、毎月末日限り、長女名義の＿＿＿銀行＿＿＿支店普通預金口座＿＿＿＿＿及び長男名義の＿＿＿＿銀行＿＿＿支店普通預金口座＿＿＿＿＿に振り込む方法により支払う。ただし、毎年７月及び１2月にそれぞれ金５万円を加算する。	Comment by 菰田法律事務所: 養育費の終期は、従来は20歳までとするのが一般的でしたが、近年では大学進学率上昇に伴い、大学卒業までと合意する場合も多いです。	Comment by 菰田法律事務所: 振込手数料をどちらが負担するかが不明確です。法律上は、振込義務者負担となるのが原則ですので、「振込手数料は甲の負担とする」という記載を追加した方がいいでしょう。	Comment by 菰田法律事務所: 記載例のようにボーナス時に加算する支払方法を定める場合もありますが、毎月定額で定める方が取り決めとしては一般的です。
　　２　甲及び乙は、長女及び長男の高校の就学費用、大学等の入学金、学費の負担及び病気等による入院費用については、改めて協議することとする。	Comment by 菰田法律事務所: このような記載をすることは多いですが、法的には特段効力はありません。本記載によって学費や医療費等の特別な費用について相手方に負担義務が生じるわけではありません。また、本記載がなくても、特別な支出が扶養義務の範囲内であれば相手方への請求可能です。したがって、本記載の法的拘束力は特段ありませんが、記載しておくことで相手方に対して心理的に主張しやすくなるでしょう。
第４条　甲と乙は、別紙不動産目録記載の住宅を共同して売却するよう努力する。	Comment by 菰田法律事務所: 本記載は不動産が甲乙の共有の場合と思われます。単独所有の場合は、売却手続自体は所有名義人のみで行えます。いずれにせよ、いつまでに売却するのかの期限は設けておくべきでしょう。
　　２　甲と乙は、当該不動産の売却代金の中から住宅ローンへの返済金及び不動産会社に対する売却手数料その他譲渡所得税等を控除した額の２分の１をそれぞれ取得する。	Comment by 菰田法律事務所: 「等」の内容が不明です。控除する費目については争いにならないよう全て明記しましょう。	Comment by 菰田法律事務所: 売却代金の支払時期、支払方法、支払先口座等が不明です。これでは売却した後の支払いが滞る危険があります。また、売却代金によりローンが完済するのであれば問題ありませんが、ローンが残る場合は残ローンの負担をどうするかについて別途取り決めが必要です。
第５条　甲は、乙に対し、財産分与として、本日、甲名義の次の預金債権を分与する。	Comment by 菰田法律事務所: 債権譲渡という構成は、債務者の承諾等の手続が必要になる等複雑になるため、実務ではあまり選択しません。預貯金の分与の場合は、分与相当額（金●●円）を財産分与として支払うというシンプルな記載をするのが通常ですし、通常は銀行が債権譲渡の承諾に協力してくれないでしょう。
＿＿＿＿＿銀行＿＿＿＿支店口座番号＿＿＿＿＿＿＿
平成　　年　月　　日現在の残高　金＿＿＿＿＿＿万円
　　２　甲は、乙とともに、第１項の分与のため＿＿＿銀行＿＿＿支店から債権譲渡の承諾を得る手続をする。
第６条　甲は、乙に対して、本件離婚に伴う財産分与として、次の郵便局簡易保険の解約返戻金請求権を譲渡する。	Comment by 菰田法律事務所: 上記と同様で債権譲渡という構成は通常は採りません。合意時に既に解約済みであれば、分与すべき解約返戻金相当額について、金●●円を支払うというシンプルな記載で問題ありません。解約予定がなくかつ代償金も準備できない場合に債権譲渡という構成を採ることが考えられます。
　　　　保険証書記号番号　　　　　　　　　　　
　　　　被保険者○○○○　　　　　　　　　　　
　　　　保険金額○○○○　　　　　　　　　　　
第７条　甲は、別紙不動産目録記載の住宅内にある下記の物を除く一切が乙の所有物であることを認める。	Comment by 菰田法律事務所: 所有物であることを確認してもあまり意味はありません。乙の所有物としても乙が取得するのか、所有権を放棄するのか等、最終的な処分方法が不明です。合意書に記載するのであればその点を記載すべきです。
記
　⑴　テレビ（　　製、型番　　　　　　　　）
　⑵　ビデオ（　　製、型番　　　　　　　　）
　⑶　洗濯機（　　製、型番　　　　　　　　）
　⑷　パソコン（　　製、型番　　　　　　　）
　⑸　プリンター（　　製、型番　　　　　　）
　⑹　扇風機（　　　製、型番　　　　　　　）
　⑺　布団一式
　⑻　その他甲の私物
第８条　甲は、乙に対し、慰謝料として、金＿＿＿万円の支払義務のあることを認め、これを平成　年　月　日限り、持参又は送金して支払う。	Comment by 菰田法律事務所: 支払方法の特定が不十分です。持参の場合は、相手方が受領したかどうかを後々立証することが困難であるため、慰謝料支払債務を履行した事実を明確化する趣旨で、支払方法は「振込」にすべきです。なお、その場合は振込者が手数料負担となりますので、その旨も追記するべきです。
第９条　甲及び乙は、以上をもって、本件離婚に関する一切を解決したものとし、本条項に定めるほか、名目の如何を問わず、相手方に対し金銭支払その他の請求をしないものとする。	Comment by 菰田法律事務所: 清算条項を記載しても年金分割は別途請求可能です。年金分割の合意をする場合には別途条項が必要になります。

　　平成○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲	Comment by 菰田法律事務所: 記名でも法的には問題ありませんが、真意に基づいて作成したことを明らかにするため、自署が望ましいです。
住　所
　　　○　　○　　○　　○　　㊞）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
住　所
　　　○　　○　　○　　○　　㊞　　　　
	

	
	
	




	
	
	
	
	

	
	(別紙)
不動産目録
（１棟の建物の表示）
　所　　　在　　東京都中央区　　　町　番　号
　家屋番号
　種　　　類
　構　　　造　　鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根５階建

（専有部分の建物の表示）
　家屋番号　　　　　　町　　番
　建物の番号
　種　　　類　　居宅
　構　　　造　　鉄筋コンクリート造
　床　面　積　　３階部分　　　　　　㎡

（敷地権の表示）
　所在及び地番
　地　　　　目
　地　　　　積
　敷地権の種類
　敷地権の割合
	

	
	
	



1
